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背景 

本邦での子宮がん検診受診率は低く、特に若年女性の受診率の著明な低さは社会問題化している。

これに対して 2009 年度から子宮がん検診受診率向上を目指して無料クーポン事業が開始された

が、当研究はその無料クーポンが検診受診率に与えた影響を評価することを目的とした。 

方法 

豊中市において、無料クーポン事業が始める前年の 2008 年度と無料クーポン事業が実施された

2009～2012年度における子宮がん検診受診率を年齢別に比較し、また受診者のそれ以前および

それ以降の子宮がん検診受診状況を解析した。 

結果 

2009～2012年度の全期間を通じた子宮がん検診受診率は、無料クーポン対象年齢の 20 歳・25

歳・30歳・35歳・40歳でに有意に上昇した。一方、無料クーポンの対象年齢ではない 21歳～

24 歳および 26歳～29 歳においても受診率は有意に上昇したが、これは 20歳・25 歳での無料ク

ーポン受診者の継続受診によってもたらされたのではなく、子宮がん検診の認識が広まったこと

による初めての検診受診の増加による可能性が示唆された。また、2009年度の 20 歳・25歳の無

料クーポン受診者のその後の継続検診受診率は、同年における通常の住民検診における 21歳・

26 歳の検診受診者のその後の継続検診受診率に比し有意に低率であった。さらに、この 20歳・

25 歳の無料クーポン受診後の継続検診の受診率は、20歳・25 歳時の無料クーポンによる検診の

受診施設によって有意差があることが判明した。 

結論: 

子宮がん検診無料クーポンは対象年齢および非対象年齢の若年女性の初めての検診受診率を有

意に上昇させた。しかし無料クーポンはその後の継続受診には結びついておらず、課題も浮き彫

りになった。 
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